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H E A D L I N E S

政治
コモロフスキ大統領，新年を迎えるにあたりＴＶ演説
トゥスク首相，中央汚職対策庁長官を再任

トゥスク首相，飲酒運転に対する厳罰化の政府案を発表
マリＥＵ軍事訓練ミッションへのポーランド軍部隊派遣期間延長
ポーランド・ロシア外相会談におけるミサイル防衛関連発言
トゥスク首相が欧州理事会に出席
空軍向け高等練習機（AJT）入札状況
ポーランド政府，児童給付金に関するキャメロン英首相の発言に反発
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経済
外務省が対外経済関係拡大を支援
２００７年－２０１３年の間にＥＵ基金１，８０８億ズロチを活用
トゥスク首相が２０２０年までのユーロ通貨の採用は非現実的と述べる
ＥＵ基金の分配計画が採択される
１月の政策金利は２．５％（変更なし）

１１月の失業率が１３．２％に上昇
消費が再び上昇
新規受注が減少
ＰＭＩは５３．２ポイントに減少
倒産件数が減少（２０１３年）
ポーランド開発投資（ＰＩＲ）が光ファイバー事業を支援

フォルクスワーゲン社がポーランドで物流センターを建設
自動車分野で韓国企業が１０億ズロチ規模の投資を検討
PAIIIZ は２０１３年に５０件の投資プロジェクトへの支援を完了
ヴァウブジフＳＥＺは２０１３年に２７社に投資許可，雇用創出は１，０００人
２０１３年の新車購入・登録台数
環境省の副大臣，次官等が交代

ＥＢＲＤの対ポーランド政策は石炭依存の低減
環境基金が再生可能エネルギー・プロジェクトを支援
タウロン社がヤボジュノ石炭火力新設プロジェクトのラファコ社との合意有効期限を延長
ポーランド人の約半数が原子力発電所建設を支持
マレク・ヴォシュチュク氏をＰＧＥ社の新ＣＥＯに指名
タウロン社とＫＧＨＭ社がブラホヴニァでのガス火力発電所建設プロジェクトを停止

マリウシュ・ザヴィシャ氏をＰＧＮｉＧ社の新ＣＥＯに指名
シェールガス開発に関する国有企業５社間の基本合意が失効
ブロジンスキ環境副大臣が，２０１４年中にはシェールガスは採掘されないと述べる
ＰＧＮｉＧ社が新たなガス貯蔵施設の稼働を開始

大使館からのお知らせ                                                       
大使館広報文化センターの開館時間延長について
東日本大震災義捐金受付について
文化行事・大使館関連行事

在ポーランド日本国大使館

ul.Szwolezerow 8， 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm
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政  治

内    政

コモロフスキ大統領，新年を迎えるにあたりＴＶ演説

【１２月３１日】

１２月３１日，コモロフスキ大統領は，ポーランド国

営放送にて，２０１４年を迎えるにあたってのＴＶ演説

を行い，体制転換２５周年をポーランド国民の幅広い

参加を得て祝するべきであること，今後のポーランド

の将来にとって親家族政策，ＥＵ基金の活用が重要

であることなどを述べた。また，同大統領は，ポーラ

ンドが国内の貧困及び弱さと闘うために未だ多くのこ

とを行う必要があることにも言及した。

トゥスク首相，中央汚職対策庁長官を再任【１２月３１

日】

１２月３１日，トゥスク首相は，ヴォイトニク中央汚職

対策庁（ＣＢＡ）長官を再任した。ＣＢＡ長官の任期は

４年。

トゥスク首相，飲酒運転に対する厳罰化の政府案を

発表【７日】

７日，トゥスク首相は，１日にポーランド北西部カミェ

ン・ポモルスキにて発生した飲酒運転で６人が死亡し

た事故を受け，飲酒運転に対してより厳しい刑を科す

政府案を発表した。同政府案には，飲酒運転に対す

る最低３年間の免許失効及び最低５,０００ズロチの罰

金刑，全車両へのアルコール検知器の設置義務など

が含まれている。

外   交

マリＥＵ軍事訓練ミッションへのポーランド軍部隊派

遣期間延長【１２月１８日】

１２月１８日，コモロフスキ大統領は，マリ共和国に

おけるＥＵ軍事訓練ミッションへのポーランド軍部隊

派遣期間を２０１４年５月１８日まで延長する命令書に

署名。派遣規模２０名で増減は無く，戦闘任務は行わ

ない。同派遣に係る費用は３１２万ズロチと見積もら

れている。

ポーランド・ロシア外相会談におけるミサイル防衛関

連発言【１２月１９日】

１２月１９日，ポーランド・ロシア外相会談後の記者

会見に於いてラブロフ露外相は，「核開発問題に関す

る国際社会とイランとの合意は，欧州にＭＤシステム

が必要という論理的根拠・理由を取り除くもの」と発言。

また，カリーニングラードへのイスカンダル・ミサイル

配備についてはこれを否定した。

トゥスク首相が欧州理事会に出席【１２月１９～２０日】

１２月１９日～２０日，トゥスク首相は，欧州理事会に

出席し，共有安全保障・防衛政策，社会・経済政策，

経済通貨同盟，東方パートナーシップ対象国への政

策等に関する議論に参加した。なお，同首相は，ブリ

ュッセル滞在中，自身の欧州委員会委員長就任の可

能性に関する報道に関し，ＥＵポストに出馬するつも

りはない旨述べ否定した。

空軍向け高等練習機（AJT）入札状況【１２月２３日】

１２月２３日，国防省は空軍向け高等練習機（ＡＪＴ）

の選定状況について公表。最も有力な候補は最低価

格を提示したアレニア・アエルマッキＳｐＡ（伊：Ｍ３４６

を提案）で，その他の２社（ＢＡＥシステム（英：ＢＡＥホ

ークを提案）及びロッキード・マーチンＵＫ（英：ＫＡＩ・Ｔ

－５０を提案））は，必須契約条項に基づく条件を満た

さないため選定から外れる見込み。最終結果は，候

補機の最終確認作業終了後に発表される。

ポーランド政府，児童給付金に関するキャメロン英首

相の発言に反発【５～８日】

５日，キャメロン英首相がＢＢＣのインタビューにて，

英国の児童給付金が，両親が英国で労働し子供が母

国に残っているポーランド人家庭に支給されているこ

とを批判的に発言したことを受け，６日，シコルスキ

外相は，英国はポーランド人納税者を国内に有して

いるならば彼らに給付金も支払うべきではないか等

述べ，右発言を批判した。また８日，トゥスク首相はキ

ャメロン首相と電話会談を行い，キャメロン首相の発

言は受け入れられないとの姿勢を示した。一方，キャ

メロン首相は，英国在住のポーランド人に汚名を着せ

る意図はなかったと釈明した。

経    済

経済・財政政策

外務省が対外経済関係拡大を支援【１２月２７日】

ポーランド外務省は，ポーランドの対外経済関

係拡大を支援するため，職員への研修等を行う方

針。ポーランド政府外交官は企業家との面談等を

通じてポーランド経済の先進性を把握し，キャンペ

ーン等により対外的にアピールしていく。カツペル
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チク外務次官は，ポーランド市場が経済的に発展

していることを示していくと述べている。

２００７年－２０１３年の間にＥＵ基金１，８０８億ズロ

チを活用【１２月３１日】

ポーランド・インフラ開発省は，２００７年－２０１３

年の期間中，ＥＵ基金の支援を受けたポーランドの

投資プロジェクトは２，５５２億ズロチ（約８．７兆円）

に上り，ＥＵ基金による支援額は１，８０８億ズロチ

（約６．２兆円，ポーランドへの割当分の約６３％）

であったことを公表した。ＥＵとの間で合意されてい

たプロジェクトの総額は３，８８１億ズロチ（うち基金

による支援額は２，６７７億ズロチ，同９３．２％）で

あったが，そのうち実現に至ったのは２，５５２億ズ

ロチ分だった。

トゥスク首相が２０２０年までのユーロ通貨の採用

は非現実的と述べる【８日】

トゥスク首相は，ズロチ通貨を廃止しユーロに移

行することを可能とする憲法改正に必要な賛成派

議員の議席数を，２０１５年の議会選挙で確保する

ことはできないであろうと述べた。また，ユーロを採

用するための基準を可能な限り安全に満たす必要

性についても言及した。ユーロ圏に参加するには，

ポーランドはインフレ，公的債務及び赤字，金利及

び為替に関する基準を満たす必要がある。

ＥＵ基金の分配計画が採択される【８日】

政府は，今後７年間のＥＵ基金の分配に関する

基準を定めた６つの運用プログラムを採択した。ポ

ーランドに対するＥＵ基金の分配額は，前の多年

度財政枠組（２００７年－２０１３年）の６８０億ユー

ロから今回８２７億ユーロへと増加しており，イノベ

ーション，地域開発及びインフラに重点が置かれて

いる。また，輸送ネットワーク，環境保護及びエネ

ルギー分野に主に支出される。最大の運用プログ

ラムはインフラ・環境運用プログラムで，１，１５０億

ズロチが再生可能エネルギー源や，送電網，水処

理に支出される。また１０５億ズロチの予算がそれ

ぞれ道路及び鉄道に支出される。２番目に大きい

予算は，知的発展プログラム（３６０億ズロチ）で，

研究・開発を支援する。その他，知識・教育・発展

プログラムは１８０億ズロチ，デジタル・ポーランド・

プログラムは９４億ズロチ，東部ポーランドは８８億

ズロチ及び技術的支援は３０億ズロチとなってい

る。

１月の政策金利は２．５％（変更なし）【８日】

金融政策委員会（ＲＰＰ）は，１月の基準金利を

前月と同水準の２．５％とすることを発表した。これ

で基準金利は６カ月連続で同水準を維持しており，

ＲＰＰは消費者物価指数が再度低下していることの

ほか，低コア・インフレ率及び生産者物価指数の低

さを理由に２０１４年前半の利上げはないとしてい

る。

マクロ経済動向・統計

１１月の失業率が１３．２％に上昇【１２月２３日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，１１月の失業率は

１０月の１３．０％より悪化した１３．２％となった。失

業率が悪化するのは実に９カ月ぶり。１１月の登録

失業者数は２，１１６，０００人で，新規求人は前月

の７０，４００人より少なく前年同月の４９，１００人よ

り多い５５，７００人。また，３３４の企業・団体が近

いうちに公共部門の６，５００人を含む３３，８００人

を解雇予定としている。

消費が再び上昇【１２月２３日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，１１月の小売販売

は前年同月比で前月の同３．２％増から再び上昇

した３．８％増となった。実質ベースでは同４．２％

増。前月比でも，１０月の同３．６％増から５．８％

増に上昇した。特に衣類と自動車部品の販売が好

調。

新規受注が減少【１２月２３日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，１１月の鉱工業生

産は，前年同月比で１０月の同３．２％増から２．

７％減に落込んだ。前月比でも同３．２％増から同

１０．０％減に大きく低下した。他方，新規輸出受注

は，前年同月比で前月の同１．１％増から８．０％

増に大きく上昇，前月比でも同９．８％減から同３．

６％減に回復している。

ＰＭＩは５３．２ポイントに減少【２日】

１２月の購買担当者景況指数（ＰＭＩ）は，１１月の

５４．４ポイントから５３．３ポイントへと減少した。Ｐ

ＭＩは，昨年５月以来上昇を続け，７月からは標準

値の５０ポイントより大きくなっているが，減少する

のは８カ月ぶり。新規受注，鉱工業生産及び純輸

出は増加傾向が続いているものの，増加の割合が

減少していることが理由として上げられる。高いＰ

ＭＩは年内の景気回復に対する期待の現れである

が，インフレ率の上昇が伴っていないことが懸念さ

れる。

倒産件数が減少（２０１３年）【３日】

２０１３年の通年の倒産件数は９２６件で，前年の

９４１件より減少した。２０１２年に倒産した企業は，
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総計１４６億ズロチの売上があり４８，０００人を雇

用していたのに対し，２０１３年は売上が１４１億ズ

ロチ，雇用は４２，４００人となっている。２０１４年は

チェコ及びロシア向け輸出が減少すると見られて

おり，倒産件数も３％程度上昇するとの予想が出

ている。

ポーランド産業動向

ポーランド開発投資（ＰＩＲ）が光ファイバー事業を

支援【１２月２０日】

ＰＩＲがＨａｗｅ社とＦＴＴＨ（fiber to the home）プロ

ジェクトの実施に基本合意した。２０１９年までにポ

ーランド全土の８７万軒に光ファイバーを供給する。

プロジェクトのコストは６年間で約５．６億ズロチ（約

１９０億円）であるが，そのうちＨａｗｅ社が１．３億ズ

ロチ，ＰＩＲが１．２億ズロチを負担し，残りは銀行か

らの融資やインフラ供給会社による信用で賄う。

フォルクスワーゲン社がポーランドで物流センター

を建設【１２月２３日】

フォルクスワーゲン社はポズナン（ポーランド西

部の主要都市）近郊に近代的な物流センターを新

たに建設する。ドイツにも通じるＡ２高速道路に直

結するもので，広さは３万平米となり，ポーランド国

内で７番目の規模となる。

自動車分野で韓国企業が１０億ズロチ規模の投資

を検討【１２月２３日】

ピエホチンスキ副首相兼経済相は，韓国企業が

自動車分野で１０億ズロチ（約３４５億円）の投資プ

ロジェクトを検討していると述べた。１２月上旬に言

及した世界のトップ自動車メーカーによるプロジェ

クトとは別の新規プロジェクトで，同副首相は，ここ

数日間は本プロジェクトに取り組んでいると述べて

いる。韓国企業による投資は，２０１４年に開始さ

れる見込み。

PAIIIZ は２０１３年に５０件の投資プロジェクトへの

支援を完了【１２月２４日】

ポーランド情報・外国投資庁（PAIiIZ）は，同庁の

支援を受けて完了した２０１３年の投資プロジェクト

件数が５０件（８．２５億ユーロ）だったと発表した。

新規雇用創出数（申請ベース）は１８，１４３人に上

る。国別では，米国が１７件と最多で，ドイツ（６件），

英国（５件）と続く。分野別では，ＢＰＯ＆ＩＣＴが２０

件，自動車が１０件と多かった。また，現在１６４件

（総投資額：３４．２億ユーロ，雇用創出数：３万９２

２人）の外国投資プロジェクト支援に取り組んでお

り，国別では，米国が最多で４６件で，ドイツ（２６

件），中国（１１件），日本（１１件），韓国（１０件），

英国（９件）と続いている。

ヴァウブジフＳＥＺは２０１３年に２７社に投資許可，

雇用創出は１，０００人【１２月３１日】

２０１３年にヴァウブジフＳＥＺ（ＷＳＥＺ）は２７社

にＳＥＺへの投資許可を発行した。投資金額は約８．

６億ズロチ（約２千９百億円），新規雇用は１，０００

人に上る。金額ベースでは Aquila Brzeg 社（ボール

紙製造）が最大（６千７百万ズロチ），新規雇用創

出数では Nifco Poland 社（自動車向け工業用プラ

スチックファスナー製造等）が最多（１８０人）だっ

た。

２０１３年の新車購入・登録台数【７日】

自動車登録データに基づくＳａｍａｒ社の報告によ

れば，２０１３年のポーランドの新規乗用車購入・登

録台数は２８万９，９１２台（ただし，うち３万７，９９０

台は再輸出されている）で，前年比６．３１％増だっ

た。なお，１２月単月では２万６，４３５台（前月比９．

７４％増，前年同月比２５．４９％増）だった。ブラン

ド別では，１位がシュコダで３６，３９５台（シェア１２．

５５％，前年比１３．０９％増），２位はフォルクスワ

ーゲンで２６，１３３台（同１３．３６％増），３位はトヨ

タで２３，４７６台（同１８．２６％増），以下，フォード

（１９，６５２台，１６．１２％増），オペル（１８，８２７

台，３．５４％減），キア（１７，１４４台，１３．２６％

増），ヒュンダイ（１６，８２９台，９．５１％増），ルノー

（１５，１８２台，１２．２７％増），プジョー（１３，４２１

台，６．３５％増），ダチア（１０．８１０台，１２．９１％

増）と続いている。

エネルギー・環境

環境省の副大臣，次官等が交代【１２月２０日】

トゥスク首相は，スラヴォミル・ブロジンスキ氏

（Slawomir Brodzinski）を新環境副大臣兼主席地質

学者(Chief Geologist)に指名した。ヴォズニァク前

副大臣に代わりシェールガス開発関連業務等を担

当することになり，関連法案の取り纏め加速化が

主要課題となる。この他，グラボフスキ環境相は，

ヴィルマンスカ次官，ヤチェフスカ次官を更迭し，ま

た，アンジェイ・クラシェフスキ元環境相を新都市廃

棄物法の施行を所管する副大臣として受け入れる

方針を表明した。

ＥＢＲＤの対ポーランド政策は石炭依存の低減【１

２月２１日】
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ＥＢＲＤ（欧州復興開発銀行）はポーランドでの３

カ年戦略を採択し，これに基づき，ポーランド経済

の石炭への依存度低減を支援していく方針。エネ

ルギー源の多様化，再生可能エネルギーの導入

拡大，需要及び供給サイドのエネルギー効率向上

を支援する。

環境基金が再生可能エネルギー・プロジェクトを支

援【１２月２３日】

国家環境保護・水管理基金（NFOSiGW）は，２０

１４年に１０億ズロチ（約３４２億円）を支出して，補

助金・融資により，代替エネルギーの促進関連プロ

ジェクトを支援する方針。また，省エネ・エネルギー

効率向上及び代替エネルギー源の利用促進等を

支援するプログラムを立ち上げる。同基金のコシュ

ラプ代表は，再生可能エネルギー法の成立を待つ

のではなく，行動することを強く期待していると述べ

ている。

タウロン社がヤボジュノ石炭火力新設プロジェクト

のラファコ社との合意有効期限を延長【１２月２３

日】

タウロン社（ポーランド第２位の国有電力会社）

は，ヤボジュノ石炭火力新設プロジェクト（設備容

量：８４３．５３ＭＷ，投資金額：４３億ズロチ（約千

五百億円））に関するラファコ社（ポーランドのボイ

ラー製造企業）及びモストスタル・ワルシャワ社（ポ

ーランドのゼネコン）のコンソーシアムとの合意有

効期限を２０１４年２月２８日まで延長した。延長は

今回で４回目となる。ラファコ社による銀行保証の

獲得が本プロジェクトを実現する上で障害となって

いる。ラファコ社は中国企業２社（ＣＰＥＥＣ社及びＮ

ＣＰＥ社）との協力を協議していたが，これを断念し

たため，中国銀行による銀行保証を得ることができ

なくなった。なお，コンソーシアム内で合意事項が８

月に改められており，現在ラファコ社の負担比率が

９９．９９％となっている。

ポーランド人の約半数が原子力発電所建設を支

持【１２月２４日】

経済省は，原子力発電所の建設に関する世論

調査結果を公表し，ポーランド人の５０％が賛成，

反対は４２％，どちらでもないが８％だった。１年前

の調査では，賛成は５６％，反対は４０％だった。５

８％が原子力発電は気候変動対策に資すると回答

している。また，近隣で建設されることへの反対は

６３％（１年前は５７％）だった。９１％が情報キャン

ペーンが必要であると回答している。調査は，

Millward Brown 社によって１１月２０日から１２月７

日にかけて２，０００人を対象に実施された。

マレク・ヴォシュチュク氏をＰＧＥ社の新ＣＥＯに指

名【１２月２４日】

ＰＧＥ社（国有電力会社）の監督委員会は，前エ

ネルギー規制局長官のマレク・ヴォシュチュク氏

（Marek Woszczyk）をＰＧＥ社の新ＣＥＯに指名した。

併せて，副ＣＥＯの指名も行われている。キリアン

前ＣＥＯは，オポレ石炭火力発電所新規ユニット建

設を巡る政府との見解の相違を背景に，２０１３年

１１月に辞任していた。

タウロン社とＫＧＨＭ社がブラホヴニァでのガス火

力発電所建設プロジェクトを停止【１２月３１日】

Tauron Polska Energia 社，Tauron Wytwarzanie

社（いずれも国有電力会社タウロン社のグループ）

及びＫＧＨＭ社（ポーランドの銀・銅鉱山会社）は，

ブラホヴニァでのガス火力発電所建設プロジェクト

を停止することに合意した。本プロジェクトは，２０１

２年９月に，タウロン社とＫＧＨＭ社との間で３５０億

ズロチを投資して，８５０ＭＷの設備容量のガス火

力発電所を建設，２０１７年までに稼働開始するこ

とに合意していたものであるが，現在の電力及び

ガス市場の下では，投資リスクが高いと判断した。

しかし，完全に中止とするのではなく今後可能な限

り早期に再開することを各社とも望んでおり，エネ

ルギー市場及び規制環境を注視し，２０１６年末ま

でに再開如何について決定する。

マリウシュ・ザヴィシャ氏をＰＧＮｉＧ社の新ＣＥＯに

指名【１２月３１日】

ＰＧＮｉＧ社（国有石油・ガス会社）の監督委員会

は，マリウシュ・ザヴィシャ氏（Mariusz Zawisza）を

新 Ｃ Ｅ Ｏ に 指 名 し た 。 同 氏 は こ れ ま で PGE 

Dystrybucja 社（国有電力会社ＰＧＥの配電子会社）

の代表を務めていた。併せて副ＣＥＯ，ＣＦＯの指

名も行われている。新経営陣の任期は，２０１３年

１２月３０日から３年間となっている。ピョトルフスカ

－オリヴァ前ＣＥＯは，EuRoPol Gaz 社とロシアのガ

スプロム社との間で合意されたＭＯＵ（基本合意書）

をめぐる混乱を背景に２０１３年４月に解任されて

いた。

シェールガス開発に関する国有企業５社間の基本

合意が失効【３日】

ＰＧＮｉＧ社（国有石油・ガス会社），ＫＧＨＭ社（国

有銀・銅鉱山会社），ＰＧＥ社，タウロン社，及びエ

ネア社（いずれも国有電力会社）の国有５社は，Ｐ

ＧＮｉＧ社がカシュビア地方（ポーランド北部）に保有

する３つのシェールガス探査権益で，１７億ズロチ

の共同出資を含む協力に２０１２年７月に基本合意

していたが，最終合意に至らず２０１３年末で失効

した。更新の見通しは立っていない。本合意は，ブ

ザノフスキ前国有財産相によるシェールガス開発

迅速化策の一つであったが，その後同相は既に更
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迭されており，ＰＧＮｉＧ社及びＰＧＥ社のＣＥＯも交

代するなど，状況は変化している。

ブロジンスキ環境副大臣が，２０１４年中にはシェ

ールガスは採掘されないと述べる【３日】

ブロジンスキ環境副大臣は，商業ベースでのシ

ェールガス採掘は２０１４年には開始されない，開

始時期を予見することは困難であると述べた。ヴォ

ズニァク前副大臣は２０１４年中にも開始されると

述べていた。商業レベルの採掘が開始されるには

地質及び鉱業法を改正する必要がある。

ＰＧＮｉＧ社が新たなガス貯蔵施設の稼働を開始【３

日】

ＰＧＮｉＧ社はコサコヴォでの新たなガスの地下貯

蔵施設を稼働した。貯蔵容量は約６，１００万立米

であるが，２０２１年までに３億立米まで拡張する予

定。また，近い将来，ヴィエジュホヴィツェの貯蔵施

設も，現在の５．７５億立米から１２億立米まで貯蔵

容量を拡大する。モギルノの貯蔵施設も４．０８億

立米から２０２３年までに約８億立米に拡大する。Ｐ

ＧＮｉＧ社の全貯蔵容量は，２０１４年中に２５億立

米（なお，ポーランドの年間ガス需要は約１５０億立

米）に達する。

大使館からのお知らせ

大使館広報文化センターの開館時間延長について

１月１３日（月）より，毎週月曜日の開館時間を１９時まで延長いたします。火曜日から金曜日までは，従来通

り９時から１７時までのご利用となります。

問 合 せ 先 ： 在 ポ ー ラ ン ド 日 本 大 使 館 広 報 文 化 セ ン タ ー （ 電 話 ： 22 584 73 00 ， E メ ー ル ：

info-cul@wr.mofa.go.jp，住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa）

東日本大震災義捐金受付について

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２６年３月３１日（月）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm

文化行事・大使館関連行事

〔開催中〕 「花かんざし」展【～１月３１日（金）】

当館広報文化センターにおいて，キンガ・オフチャルスカ氏作成によるかんざし展を開催中です。広報文化

センター開館中（平日 9:00-17:00）は無料でご自由にご覧いただけます。

問合せ先・開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa，電話：

22 584 7300，Ｅメール：info-cul@wr.mofa.go.jp）

〔開催中〕 鍔・日本装飾技術の傑作展【１０月１２日（土）～２０１４年３月９日（日）】

トルン市にて，ポーランドのコレクションから日本鍔の展示会が開催されています。

問合せ先：トルン地域博物館 （Muzeum Okregowe w Toruniu）

ホームページ：http://www.muzeum.torun.pl/portal.php

開催場所：トルン市，Kamienica pod Gwiazda, Rynek Staromiejski 35

〔予定〕 映画上映会 「旭山動物園物語 ペンギンが空をとぶ」【１月１５日（水）】

当館広報文化センターにおいて，「旭山動物園物語 ペンギンが空をとぶ」（英語字幕）の映画が上映されます。

入場は無料です。座席に限りがありますので，参加ご希望の方は事前にご連絡ください。

開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： 22 584 73 00 ，Ｅメール：info-cul@wr.mofa.go.jp 住

所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa）

〔予定〕 けん玉ワークショップ 【１月１６日（木）】

当館広報文化センターにおいて，けん玉のワークショップが開催されます。けん玉名人が様々な技を披露し

ます。入場は無料です。座席に限りがありますので，参加ご希望の方は事前にご連絡ください。

問合せ先・開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： 22 584 73 00 ，E メール：

info-cul@wr.mofa.go.jp，住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa）



Poland Weekly Review                                         Embassy of Japan in Poland

- 7 -

〔予定〕 Ｃａｒｐａｔｈｉａ Ｃｕｐ ２０１４ 極真空手選手権大会【１月１８日（土）】

ジェシュフ市にて極真空手選手権大会が開催されます。

開催場所：ジェシュフ市工科大学スポーツホール, ul. Poznanska 2A, 

詳細: http://karate.rzeszow.pl/images/plakaty2013/carpathia2014.pdf

この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。

皆様からの情報提供をお待ちしています

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。）

【お問い合わせ・配信登録】

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                            

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。

在ポーランド日本国大使館 newsmail@wr.mofa.go.jp

（ご連絡は電子メールでお願いします。）


